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８．研究実績報告（成果） 
 
本共同研究に係る防災科研、気象庁と全国の国立大学の研究者により、全国的な高感度

地震観測データの流通システムが構築され、基盤的観測網を軸にして、調査観測システム
を有機的に連携する共同体制を実現している。これにより全国のすべての高感度地震観測
データがリアルタイムで各機関に提供されるとともに、気象庁の一元化震源決定処理や、
防災科研のデータ公開などに利用されている。今年度、国立大学では、衛星回線でこれま
で実現されていた全国の大学等へのデータ配信機能を、JGN2やフレッツグループなどの地
上の高速広域ネットワークに移行し、新しい全国地震データ流通ネットワーク JDXnet を
構築した。衛星回線は観測点からのデータ収集専用に縮小され、その効率的な利用のため
に新しい高性能低消費電力 VSAT の開発を進めている。また、各大学の地震データ利用シ
ステムHARVESTの更新、地震観測点のチャネル情報の分散管理システム CIMSの開発な
どが実施された。これらは、各大学の独自の観測を維持しつつ、各大学との相互協調を促
進し、合同観測などでの協力体制を容易にするものである。 
気象庁においては、定常的な一元化初動発震機構処理業務への自動処理の導入による決

定能力の向上、F-netの導入促進による CMT解の決定時間の短縮・精度向上などが進めら
れた。 
防災科研が実施している基盤的高感度地震観測網Hi-netや F-netなどの高度化により得

られるデータをモニタリングすることによって、日常的な地殻活動に対する監視能力が飛
躍的に高まった。これまでに、深部低周波微動と短期的スロースリップの関連性や、その
時空間分布の推移に関する詳細な知見が得られるとともに、海溝近傍で発生する超長周期
地震活動の特徴等が明らかになってきている。今年度は、防災科研において、Grid-MT法、
センブランス解析等の方法による超低周波地震解析システムが開発され、それにより、従
来から指摘されていた南海トラフ沿いの地域だけではなく十勝沖でも超低周波地震が発生
していることが発見された。また、低周波微動が発生している四国のフィリピン海プレー
ト上面付近でも超低周波地震が発生していることが発見された。2005年8月16日に宮城県沖
で発生した M7.2の地震について東北大学では、プレート間すべりの時空間発展を推定し、
その結果、2005年の宮城県沖地震では1978年の地震のアスペリティの一部が破壊されたあ
と、その周辺で非地震性のすべりが発生・伝播し、本震で破壊を免れた領域は引き続き強
く固着していることが示唆された。 

 
以上 

 
 
 


